
 

企
業
の
八
割
がイ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
活
用

　

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
機
器
の
飛
躍
的
な
性
能
向
上
や
大

幅
な
価
格
低
下
に
よ
り
、
そ
の
導
入
が
加
速
し
て
い

る
。
ま
た
、
さ
ま
ざ
ま
な
業
務
が
情
報
化
さ
れ
た
こ

と
に
よ
り
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
も
進
展
し
て
い
る
。

　

パ
ソ
コ
ン
等
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
機
器
（
ワ
ー
プ
ロ
専

用
機
、
オ
フ
コ
ン
は
除
く
）
の
導
入
状
況
を
み
る
と
、

九
割
以
上
の
企
業
で
す
で
に
導
入
が
な
さ
れ
て
お

り
、「
導
入
し
て
い
な
い
」は
わ
ず
か
四
・
二
％
と
な
っ

て
い
る
。
ま
た
、「
社
内
、
社
外
と
も
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

化
し
て
い
る
」
が
一
一
・
一
％
、「
全
社
的
に
導
入
し

て
お
り
、
か
つ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
し
て
い
る
」
が
三

二
・
一
％
と
な
っ
て
お
り
、
四
割
以
上
の
企
業
で
コ

ン
ピ
ュ
ー
タ
機
器
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
が
行
わ
れ
て

い
る
（
図
１
）。

　

電
子
メ
ー
ル
や
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
等
の
導
入
状
況

を
全
業
種
で
み
る
と
、
前
回
調
査
（
平
成
十
二
年
二

月
）
と
比
べ
一
段
と
導
入
が
進
展
し
て
い
る
。
導
入

状
況
は
、「
電
子
メ
ー
ル
」
が
七
五
・
七
％
（
前
回
調

査
比
プ
ラ
ス
一
○
・
八
ポ
イ
ン
ト
）、「
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
」
が
七
九
・
九
％
（
同
八
・
六
ポ
イ
ン
ト
）、

「
自
社
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
」
が
三
九
・
○
％
（
同
一
一
・
四

ポ
イ
ン
ト
）
と
な
っ
て
い
る
（
図
２
）。

　

ま
た
、
業
種
別
に
み
る
と
、「
電
子
メ
ー
ル
」
と
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景
気
の
低
迷
、
物
価
の
下
落
と
企
業
を
取
り
巻
く
経
営
環
境
は
一
段
と
厳
し
さ
を
増
し
て
い
る
。
そ
う
し

た
な
か
、
生
産
性
の
向
上
に
加
え
、
組
織
の
再
構
築
や
意
思
決
定
の
ス
ピ
ー
ド
化
な
ど
へ
の
活
用
を
目
的
と

し
た
情
報
化
投
資
を
積
極
化
す
る
企
業
が
増
え
て
い
る
。
ま
た
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
通
じ
た
資
材
の
調
達

や
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
と
い
っ
た
企
業
間
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
も
進
展
し
て
い
る
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
下
、
当
研
究
所
で
は
県
内
企
業
の
情
報
化
へ
の
取
り
組
み
状
況
に
つ
い
て
ア
ン
ケ
ー
ト

調
査
を
実
施
し
た
。
こ
の
調
査
は
今
年
二
月
、
県
内
企
業
七
〇
〇
社
を
対
象
に
郵
送
で
行
い
、
二
九
〇
社
か

ら
回
答
が
あ
っ
た
（
回
答
率
四
一
・
四
％
）。
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図１　コンピュータ機器の導入状況（全業種）　　　　　　　 （単位：％）
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「
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
」の
導
入
が
最
も
進
ん
で
い
る
の

は
建
設
業
で
、
電
子
メ
ー
ル
が
八
三
・
○
％
、
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
が
八
九
・
八
％
と
な
っ
て
い
る
。
一
方
、

「
自
社
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
」の
導
入
が
最
も
進
ん
で
い
る

の
は
サ
ー
ビ
ス
業
で
、
六
一
・
一
％
と
な
っ
て
い
る

（
図
３
）。

投
資
効
果
は
？

　

情
報
化
投
資
全
般
の
投
資
効
果
を
全
業
種
に
つ
い

て
み
る
と
、「
効
果
が
あ
っ
た
」
が
三
五
・
六
％
、「
ど

ち
ら
か
と
言
え
ば
効
果
が
あ
っ
た
」が
四
五
・
○
％
と

な
り
、
約
八
割
の
企
業
で
何
ら
か
の
効
果
が
あ
っ
た

と
答
え
て
い
る
（
図
４
）。
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図２　導入状況の推移（全業種）　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：％）

全業種�
75.7
79.9
39.0

製造業�
77.9
78.9
40.5

建設業�
83.0
89.8
33.3

卸売業�
70.0
75.6
28.9

小売業�
69.7
78.1
30.3

その他�
66.7
66.7
40.0

サービス業�
74.3
80.6
61.1

電子メール�

インターネット�

自社ホームページ�

100

80

60

40

20

0

図３　導入状況（業種別）　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　（単位：％）

60

50

20

30

35.6
39.6

45.0 45.1

7.4
4.5

10.8
8.2 10.0

6.1
10.0

2.5

18.2

2.9

13.411.4

20.0

6.1 6.1

2.0

34.7
32.5

30.3

34.3 33.3 33.3

39.3

51.4
49.0

45.0

1.4

10.6

40

10

0
全業種� 製造業� 建設業� 卸売業� 小売業� サービス業� その他�

効果があった�
効果がなかった�

どちらかと言えば効果があった�
わからない�

どちらかと言えば効果がなかった�

図４　投資効果（業種別）　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：％）

Title:P28-31　Future SIGHT第12号 Page:29 



　

一
方
、
投
資
効
果
が
な
か
っ
た

要
因
（
複
数
回
答
）
と
し
て
は
、

「
業
務
フ
ロ
ー
の
見
直
し
や
標
準

化
を
し
な
か
っ
た
か
ら
」（
四
四
・

○
％
）、「
情
報
化
の
目
的
が
あ
ま

り
明
確
で
な
か
っ
た
か
ら
」（
四

○
・
○
％
）、「
人
材
育
成
や
社
員
教

育
を
十
分
に
行
わ
な
か
っ
た
か

ら
」（
四
○
・
○
％
）
が
あ
げ
ら
れ

て
い
る
（
図
５
）。

　

言
い
換
え
れ
ば
、
投
資
効
果
を

高
め
る
た
め
に
は
、
情
報
化
の
目

的
を
明
確
に
し
、
そ
れ
に
合
わ
せ

た
業
務
フ
ロ
ー
の
見
直
し
や
人
材

の
育
成
を
十
分
に
行
う
こ
と
が
不

可
欠
と
い
う
こ
と
に
な
ろ
う
。

期
待
さ
れ
る
多
様
な
効
果

　

こ
れ
ま
で
の
情
報
化
の
果
た
し

た
効
果
（
複
数
回
答
）
と
し
て
は
、

「
事
務
処
理
や
デ
ー
タ
管
理
等
の

効
率
化
・
合
理
化
」
が
七
八
・
七
％

と
最
も
多
く
、
以
下
、「
社
内
の
情

報
共
有
化
」（
四
一
・
四
％
）、「
顧

客
・
取
引
先
と
の
関
係
強
化
」（
二

八
・
九
％
）
と
続
い
て
い
る
。

　

一
方
、今
後
期
待
す
る
効
果（
複

数
回
答
）
と
し
て
は
、「
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
な
ど
に
よ
る
自
社
や
製
品

の
情
報
発
信
」（
三
二
・
二
％
）、

「
顧
客
・
取
引
先
の
拡
大
」（
三
一
・

五
％
）、「
社
内
の
情
報
共
有
化
」

（
三
○
・
七
％
）、
な
ど
が
あ
げ
ら

30

業務フローの見直しや標準化をしなかったから�

情報化の目的があまり明確でなかったから�

人材育成や社員教育を十分に行わなかったから�

業者等のサポート体制が不十分だったから�

システムが自社の仕事のやり方に適合しなかったから�

社内の合意形成なしに、一挙に情報化の推進を図ったから�

情報を収集しても活用できなかったから�

経営者が強いリーダーシップを発揮しなかったから�

メールやインターネットが業務目的以外で使われたから�

0 10 20 30 40 50

44.0

40.0

40.0

28.0

24.0

20.0

20.0

16.0

4.0

60
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れ
て
い
る
。

　

こ
れ
ま
で
の
情
報
化
が
果
た
し
た
効
果
に
比
べ
、

今
後
期
待
す
る
効
果
が
大
き
い
項
目
（
今
後
期
待
す

る
効
果
―
こ
れ
ま
で
の
効
果
）
は
、
上
位
か
ら
「
イ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
で
の
販
売
、
購
買
」（
二
二
・
五
ポ
イ

ン
ト
）、「
顧
客
・
取
引
先
の
拡
大
」（
二
○
・
五
ポ
イ

ン
ト
）、「
新
分
野
へ
の
参
入
」（
一
九
・
六
ポ
イ
ン
ト
）

「
組
織
体
性
の
見
直
し
、
再
構
築
」（
一
一
・
二
ポ
イ
ン

ト
）、「
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
や
電
子
メ
ー
ル
に
よ
る
自
社

や
製
品
の
情
報
発
信
」（
一
○
・
九
ポ
イ
ン
ト
）、「
経

営
の
意
思
決
定
の
迅
速
化
」（
九
・
四
ポ
イ
ン
ト
）
と

な
っ
て
い
る
。
半
面
「
事
務
処
理
や
デ
ー
タ
管
理
等

の
効
率
化
・
合
理
化
」
が
四
八
・
三
ポ
イ
ン
ト
、「
社

内
の
情
報
共
有
化
」が
一
○
・
七
ポ
イ
ン
ト
の
減
少
と

な
る
な
ど
期
待
す
る
効
果
も
多
様
化
し
て
き
て
い
る

（
図
６
）。

　

ま
た
、
情
報
化
推
進
上
の
障
害
（
複
数
回
答
）
と

し
て
は
、
人
材
不
足
と
資
金
負
担
が
あ
げ
ら
れ
て
い

る
。「
社
内
に
情
報
化
を
推
進
で
き
る
人
材
が
不
足
し

て
い
る
」
が
四
八
・
四
％
、「
資
金
面
で
の
負
担
が
大

き
い
」が
四
三
・
五
％
と
上
位
を
占
め
て
い
る
。ま
た
、

「
投
資
効
果
に
疑
問
が
あ
る
」
が
二
六
・
七
％
と
な
っ

て
い
る
（
図
７
）。　

経
営
の
基
本
は
不
変

　

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
等
の
飛
躍
的
な
普
及
に
よ
り
、

利
用
者
は
い
つ
で
も
、
ど
ん
な
遠
方
か
ら
で
も
欲
し

い
情
報
を
入
手
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。
し
か
し
、

得
ら
れ
た
情
報
の
中
か
ら
本
当
に
必
要
な
も
の
を
選

び
出
す
能
力
、
そ
れ
を
解
析
し
、
判
断
す
る
こ
と
は
、

ま
だ
ま
だ
人
間
の
力
に
よ
る
と
こ
ろ
が
大
き
い
。

　

ま
た
、
デ
ジ
タ
ル
化
が
進
め
ば
進
む
ほ
ど
ア
ナ
ロ

グ
需
要
は
増
加
す
る
。
そ
の
た
め
、
フ
ェ
イ
ス
ト
ウ

フ
ェ
イ
ス
の
関
係
と
い
っ
た
も
の
が
、
ま
す
ま
す
求

め
ら
れ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

　

Ｉ
Ｔ
（
情
報
通
信
技
術
）
を
活
用
し
て
機
能
の
強

化
や
新
分
野
へ
の
参
入
を
図
ろ
う
と
し
て
い
る
企
業

は
多
い
が
、
ま
ず
Ｉ
Ｔ
に
で
き
る
こ
と
と
、
で
き
な

い
こ
と
を
見
極
め
る
必
要
が
あ
る
。
そ
し
て
、
バ
ー

チ
ャ
ル
と
リ
ア
ル
は
補
完
的
な
関
係
に
あ
る
こ
と
、

Ｉ
Ｔ
だ
け
で
は
対
応
で
き
な
い
重
要
な
部
分
が
あ
る

こ
と
に
も
十
分
な
留
意
が
必
要
で
あ
ろ
う
。
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図７　情報化推進上の障害（複数回答）　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）
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